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那賀町行政改革プラン２０１０

第１章 集中改革プラン（平成１７年度～平成２１年度）の検証

平成１７年３月１日に、那賀郡鷲敷町、相生町、上那賀町、木沢村および木頭村の５ヶ
町村が合併、那賀町が誕生し、旧町村でも策定していた行政改革大綱に沿って、効率的な
行政運営と行政サービスの向上を目指し、行財政の基盤整備に取り組んできました。
さらに、平成１８年３月、那賀町としての行政改革を行うための計画として「那賀町行
政集中改革プラン」を策定し、さまざまな改革に取り組んで参りました。計画最終年度の

、 。平成２２年３月末を迎えるにあたり 現在までのプランを検証した結果は次のとおりです

１ 歳出について

項 目 集中改革プランによる目標 実 績 等

人件費 平成17年度から21年度までの職 職員減と給与の抑制により、平成20年度
、 、員の定員・給与等の見直しによ 決算額で 1,758,685千円となっており

る目標額を年１９億円､平成21 既に１年前倒しで１８億を大きく下回っ
年度末には１８億円とする。 ている。

、 、物件費 平成１８年度予算額５％を削減 平成20年度決算額は 1,041,723千円と
し、目標額を年１０億円程度と １０億を僅かに超えているが、毎年少し
する。 ずつ減少している。

維持補修費 施設の維持補修については、施 平成20年度決算額 50,424千円である
設台帳を再整備し、年次計画に が、道路維持修繕等の投資的な側面のあ
より実施する。目標額を年１. る経費を除いたいわゆる施設の維持補修
５千万円程度とする。 費は２.９千万円程度。

ごみ、し尿施設関係、学校関係、住宅、
観光施設等の維持管理費などである。

、補助費 平成18年度予算額１０％を削減 平成20年度決算額 705,196千円であり
し、目標額を年７億円程度とす 毎年削減されている。
る。

投資的経費 災害復旧事業は別枠として、公 平成20年度決算額
共事業の縮減をふまえ、年間目 普通建設事業費 2,290,882千円
標額を２５億円程度とする。 災害復旧費 231,142千円

（歳出の割合24.1％）

扶助費 聖域化することなく、特に単独 平成18年度決算額 266,913千円
分については、積極的な見直し 平成20年度決算額 270,948千円
を行うものとする。 様々な要因のため、中々減少しない。

公債費 縁故債の繰上償還や公営企業債 地方債現在高（全会計）
の低利率債への借換えを行うと 平成17年度末 23,780,216千円
ともに、投資的事業の見直しを 平成20年度末 19,660,303千円
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行い、新規借り入れを抑制、併 4,119,913千円減小
せて減債基金の積立に努力し、 償還は年20億円以上、借入は年10億円以
起債残額の減少に努める。 内を財政規律とする。

繰出金 特別会計の事業の精査に努め、 平成20年度決算額 786,347千円
繰出金の目標額を年７億円程度
とする。

*特に表示のないものは普通会計ベース

上記のように、人件費の削減、公債費残高の減少などについては、かなり努力を重ねて
きたため、かなり、改革は進みました。しかし、制度的なものもあり扶助費の削減などに
ついては思いどおりの結果とはなりませんでした。
また、繰出金についても、各特別会計の状況に左右されるため、目標を達成することが
できませんでした。

２ 歳入について

項 目 集中改革プランによる目標 実 績 等

町税 町税徴収対策として滞納整理機 「未収金の徴収と滞納整理要領」を定め
構へ加入し、１８年度以降も引 るとともに同要項に基づき債権管理の徹
き続き、滞納繰り越し分の整理 底を図っている。
による増収を図る。

分担金負担 町民負担の公平確保や受益者負 町民負担の公平確保や受益者負担の原則
金 担の原則に則り、受益の度合い に則り、各種工事負担金等についての基

に応じた適正な水準の見 直し 準を制定するなど受益の度合いに応じた
に努めることとする。 適正な水準を確保に努めている。

公有財産の 売却可能な町有地について、１ 阿井ビレッジ
売り払い ８年度以降も見直しを行い適正 ５０区画の内３８区画販売済

な処分を行い、歳入の確保に努
めるものとする。鷲敷及び相生 日浦団地
地区での住宅団地の販売促進を ７区画の内３区画販売済
進め、完売を目指す。

工業団地へ 鷲敷工業団地への企業誘致を積 交通アクセスや、景気の影響もあり、既
の企業誘致 極的に行い、年間５，０００万 存企業の誘致が困難な面もある中で、現

円程度の法人税及び固定資産税 在は木質バイオマス関連事業の実証実験
の増収を図る。 等を進めており、将来的には関連企業の

誘致を目指している。
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３ 事務事業の見直しについて
（１）事務事業の見直し

ア 行政評価システムの導入
町の施策や事務事業について計画を立てて実行し、その成果を評価して、次の計画
に反映させるシステムの確立をめざしていたが、今回はこうしたシステムの導入はで
きていません。
この要因として、合併間もない時期でもあり、施策が合理性や成果評価のみで判断
できない面もあり導入の機運が見られなかったこともその要因です。
しかし、将来的には、国の事業仕分け等にも見られるように費用対効果などに着目
した行政評価の導入も必要であると考えています。
イ 各種補助金の見直し
各種団体等への補助金については、財政状況や受益者負担、目的の達成度等から見
直すこととしていました。
毎年の予算編成時点での見直しが行われているところであるが、まだまだ、見直す
余地はあると思われます。

（２）組織機構の見直し
行政課題に総合的・機動的に対応できるよう、すべての組織・機構を見直し行政のス
リム化と効率化に努めることとしていました。
医療政策課の新設（平成17年度 、建設課課内室「検査室」の設置（平成19年度 、企） ）
画情報課課内室「プロジェクト推進室」の設置（平成19年度 、ケーブルテレビ室を企画）
情報課から分離するなどの本課の改革の他、鷲敷支所振興室と住民課の統合、各支所に
おける室の統合など、減少する職員数と職務状況に鑑み、随時機構改革をすすめてきま
した。
学校関係では目標どおり、阿井小学校と鷲敷小学校の統合（平成18年度）が行われま
した。幼保一元化を目指した「わじきこども園」の建設に伴い、平成１９年度に行う予
定であったわじき保育園とあい幼稚園の統合は、地域の意見を尊重し、当分の間統合は
行わないこととし、平成２１年度末現在においても行われていません。

（３）民間委託等の推進(指定管理者制度の活用を含む）
本町では、公設民営化等による民間活力の活用を図る観点から、指定管理者制度をよ
り効果的なものとするため検討を図ることとしていました。
ア 公の施設についての取組み目標
平成１７年度末では指定管理者制度導入済施設数は３施設（ 鷲の里（観光物産セン〔
タ－ ，鷲敷ライン林間キャンプ村，鷲敷野外活動センタ－）であったが、平成２１年）
度現在、１５施設が指定管理者制度を導入しています （レクリエーション・スポーツ。
施設８施設、産業振興施設１施設、社会福祉施設等６施設 ）。

（４）定員管理及び給与の適正化
ア 定員管理
平成２１年度末までに職員総数３４人減、１０．７％の減少を目標としていました
が、すでに平成２１年度当初において、目標は達成しています。
員総数の状況（総数には、普通会計、特別会計両方を含む）職
基準 平成１７年４月１日現在 ３１９人
目標 平成２２年４月１日現在 ２８５人
実績 平成２１年４月１日現在 ２７８人
対平成１７年比 △４１人 △１２．９％
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イ．給与の適正化
那賀町における給与については、平成１８年度から平成２１年度までにおいても、
次のように改革を進ることとしていました。

項 目 見 直 し の 内 容 見直し年度 実績
（計画）

環境衛生ｾﾝﾀｰ等特殊勤 年末年始勤務手当の廃止 17年度廃止 廃止済
務手当の見直し
住居手当の見直し 自宅所有者について新築５年間に限 18～21年度 3,500円

り 2,500円とする。 (県と同じ)
通勤手当の見直し 通勤距離区分の支給額を県と同様と 18～21年度 完了

する。
退職時・退職予定特昇 退職時１号特昇を廃止する。 18～21年度 廃止済
級別職務分類表に適合 職務職階制の適正な運用を実施し、 18～19年度 完了
しない級への各付け等 わたりの発生を防止するとともに、
の見直し 平成１８年度からの給与構造改革を

見据えて、職務分類及び級への格付
けの見直しを行う。

時間外勤務手当縮減 各部門の事務量の平準化により、時 18～19年度 人事異動時
間外勤務時間を減少させる。 に考慮する

ことで削減
に取り組ん
でいる。

勤務成績制度の導入 昇給時期を統一（年1回1月1日）する 19～21年度 昇級時期の
とともに、昇給区分を勤務成績によ 統一は実施
り５段階とし、勤勉手当の成績率に 済み、勤務
勤務実績を反映させる。 評定、人事

評価につい
て は 研 究
中。

ウ 定員管理・給与の公表
平成１７年度に那賀町人事行政の運営等の状況の公表に関する条例を策定しました
が、任免及び職員数に関する状況についてはインターネット等を利用して公表を行う
こととしていました。現在、那賀町のホームページで実施しています。

（５）第三セクタ－・地方公営企業の見直し
第三セクター改革については、特に町に影響の大きい団体については、平成２１年度
に、第三セクター経営検討事業を実施中であります。経営指導員の専門的な調査分析を
基に民間から選出された検討委員による検討会などを実施しています。
また、地方公営企業については、法適用企業が上那賀病院､工業用水、法非適用企業が
集落排水事業、簡易水道事業の併せて4企業を経営しています。その内、工業用水を除く

、 、 。３企業については 町からの多額の繰入なくしては 経営が成り立たないのが現状です
こうした企業会計は、合理化による経営改善が困難な側面が多く、経営改善も思うに
任せない現状があります。
今後の取り組みとしては、町が建設した施設の起債償還は、町負担とし、維持管理及
び運営費については、それぞれの施設の利用者が負担することを基本的な方針とし、そ
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れぞれの施設が経営努力を推進し、経営の立て直しに努めていますが不十分な面もあり
ます。先の計画期間中に検討課題としていた上那賀病院のデイケア等の導入についても
実施にはいたらず、今後の検討課題となっていいます。
また、集落排水事業や簡易水道事業についての管理運営における民間委託できる分野
の検討も今後の課題となっています。

（６）コンプライアンスの徹底
本計画策定後に前町長の公金不正流用問題、職員の不祥事など、新たな問題が発生し
たこともあり、町は平成２１年１月、監査室を立ち上げ、専任職員を配置し、監査の強
化に努めてきました。
公印管理システムの確立 「窓口事務マニュアル 「未収金の徴収と滞納整理要領」な、 」、
どを制定し、不適正な事務処理の防止に努めました。
しかし、今後な、もっと広い範囲での危機管理体制の強化、法令遵守及び内部統制へ
の取組が必要であります。

４．まとめと今後の課題

「集中改革プラン」の総合的かつ組織的な推進を図るため、平成１８年度から副町長を
「 」 、 、中心に 那賀町行政改革推進委員会 を組織し より機動力のある推進体制を目指ざして

必要に応じて組織の枠を越えた検討体制や推進に取り組んで参りました。そうした結果が
これまで述べた検証結果であります。
十分に達成できた面もあれば、今後に課題を残した面もあります。
平成２１年度末で計画期間の終了を迎える「集中改革プラン」に続く新プランでは、こ
れらの課題解決も踏まえて、より合理的な行財政運営を行うとともに、今後は、経費削減
という視点のみにとらわれず、本町地域の活性化と元気を取り戻す視点から、後継の行財
政改革のプラン「那賀町行政改革プラン２０１０」を策定することとしました。
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第２章 那賀町行政改革プラン２０１０

１ 行政改革プランの位置づけと視点
この行政改革プランは先の那賀町行政集中改革プランの実施結果などを踏まえ、より効
率的な行政運営を図ることを目指すことはもちろんでありますが、経費の削減、合理化と

、 、いう側面のみにとらわれず 行政運営の基本指針として位置づけられるプランとなるよう
次のような視点から策定したものです。

平成17年3月29日付の、総務省からの「地方公共団体における行政改革の推進のため（１）
の新たな指針の策定について」の通知に基づき策定した先の「集中改革プラン」の後継
計画です。

平成17年3月の合併後５年間の那賀町の状況等を踏まえ、今後の那賀町の活性化と元（２）
気を取り戻すための方策などに着目した行政改革プランです。

過疎、少子高齢化などの現状に即応した施設のあり方や行政の変革を行政改革推進委（３）
員会での検討結果を踏まえて論議した結果です。

さらなる職員の能力開発をはじめとする人材の育成・確保や行政サービスの向上等、（４）
幅広い改革を実施するものです。

２ 行政改革プランの計画期間
本プランは、平成22年度から平成26年度までの５年間を改革期間とし、具体的な取り組

。みをわかりやすく明示するものです

３ 行政改革プランの公表
このプランは、町のホームページ等の広報媒体を用いて、広く公表します。

４ 行政改革プランの策定経緯
この行政改革プランの策定にあたっては、議会での行政に対する意見や各地域で行って
きた座談会、駐在員会などで拝聴した住民の方々の意見をふまえ、庁内各課各部署から提
案を募りました。

、 。それらの提案内容について 庁内の行政改革推進委員会で検討協議を重ねて参りました

５ 那賀町行政改革推進委員会の役割
那賀町では、平成18年度より、毎月１回、副町長を委員長として、各課長、各支所長等
で構成する「那賀町行政改革推進委員会」において、さまざまテーマについて検討協議を
行っています。
当初は、合併時に十分調整のできていない事項についての調整協議という側面も強くあ
りましたが、後半期においては、事務事業の執行方法、受益者負担、組織機構のあり方な
ど、多岐に渡るテーマについて論議し、実施に移しています。
今回、策定した行政改革プランの実施についても、同委員会において、適宜、検証及び
時代に即応した修正を加えながら、着実に実施して行きたいと考えています。

６ 行政改革プランの記述方法について
行政改革プランは、その内容を、わかりやすい形で表現するため、各分野ごとに、改革案の

内容、効果及び目標年度などを表組みで具体的に記述しています。
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手

平
成
23
年
度

平
成
21
年
度
決
算
か
ら

事
業
実
施
。

10
2

効
果
的
・
効

率
的
な
行
財

政
運
営

健
全
な

財
政
運

営

財
政
の
硬
直
化
を
防
ぐ
た
め
、
起
債
残

高
の
減
少
に
努
め
る
。
年
間
起
債
上
限

額
を
、
臨
時
財
政
対
策
債
を
除
き
１
０

億
円
程
度
に
抑
制
す
る
。
ま
た
、
減
債

基
金
や
財
政
調
整
基
金
の
積
み
立
て
に

努
め
る
。

義
務
的
経
費
で
あ
る
公
債
費
を
減
ら
す

こ
と
で
、
財
政
の
硬
直
化
を
防
ぎ
、
健

全
な
財
政
運
営
に
資
す
る
。

平
成
20
年
度

決
算

起
債
残
高
（
全
会
計
）

19
,6
60
,3
03
千
円
、
実

質
公
債
費
比
率
20
.2
%

平
成
26
年
度
決

算
起
債
残
高
（
全
会
計
）

16
,1
00
,0
00
千
円
、
実

質
公
債
費
比
率
14
.4
%

を
目
標
と
す
る
。
別
紙

財
政
計
画
に
基
づ
き
健

全
な
財
政
運
営
を
目
指

す
。

10
3

効
果
的
・
効

率
的
な
行
財

政
運
営

物
件
費

の
削
減

物
件
費
（
事
務
用
費
、
複
写
機
、
印
刷

機
、
用
紙
類
な
ど
の
備
品
購
入
費
、
需

用
費
、
保
守
管
理
委
託
料
、
旅
費
、
使

用
料
等
）
の
削
減
に
努
め
る
。

無
駄
な
電
力
の
消
費
の
抑
制
、
空
調
の

温
度
設
定
に
よ
る
、
経
費
の
削
減
、
地

球
温
暖
化
対
策
（
温
室
効
果
ガ
ス
排
出

の
抑
制
）
に
も
つ
な
が
る
。

平
成
20
年
度

決
算

95
5,
37
6千
円
(う
ち
、

経
常
分
69
4,
88
9千

円
）

26
年
度
決
算

物
件
費
の
う
ち
経
常
分

に
つ
い
て
は
65
0,
00
0

千
円
以
内
と
す
る
。

（
約
7%
減
)

10
4

効
果
的
・
効

率
的
な
行
財

政
運
営

事
務
事

業
の
見

直
し

簡
易
水
道
料
金
納
入
シ
ス
テ
ム
の
導
入

を
図
る
。

使
用
料
納
入
が
町
内
の
ど
の
庁
舎
で
も

可
能
と
な
り
、
事
務
の
効
率
化
が
図
ら

れ
る
。

平
成
21
年
度

本
庁
で
納
付
消
し
込
み

作
業
を
行
っ
て
お
り
、

非
効
率
で
あ
る
。

平
成
22
年
度

シ
ス
テ
ム
導
入
と
運

用
。

10
5

効
果
的
・
効

率
的
な
行
財

政
運
営

事
務
事

業
の
見

直
し

徳
島
県
を
含
む
県
内
市
町
村
に
よ
る
住

基
を
は
じ
め
と
す
る
電
算
シ
ス
テ
ム
の

共
同
整
備
運
用
に
よ
る
住
民
サ
ー
ビ
ス

の
提
供
を
検
討
す
る
。

電
算
シ
ス
テ
ム
に
関
す
る
整
備
費
・
維

持
管
理
費
を
中
心
と
し
た
コ
ス
ト
の
削

減
。
様
式
フ
ォ
ー
マ
ッ
ト
等
の
共
通
化

に
よ
る
住
民
サ
ー
ビ
ス
の
向
上
。
シ
ス

テ
ム
機
器
等
の
一
元
化
・
一
カ
所
で
の

管
理
に
よ
る
各
自
治
体
の
負
担
軽
減
が

図
ら
れ
る
。

平
成
21
年
度

各
自
治
体
に
よ
る
整
備

運
用
。
将
来
に
わ
た
っ

て
膨
大
な
維
持
管
理
コ

ス
ト
が
必
要
と
な
る
。

ま
た
、
将
来
シ
ス
テ
ム

更
新
時
に
は
コ
ス
ト
が

発
生
す
る
。

平
成
26
年

電
子
自
治
体
の
推
進
に

よ
る
電
算
シ
ス
テ
ム
共

同
化
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賀
町
行
政
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プ
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ン
２
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分
類
番
号

大
項
目

小
項
目

改
 革
 案

改
革
の
効
果

基
準
年
度
等

現
状

目
標
年
度
等

目
標
数
値
等

10
6

効
果
的
・
効

率
的
な
行
財

政
運
営

特
別
徴

収
、
口

座
振
替

の
推
進

特
別
徴
収
対
象
企
業
へ
の
特
別
徴
収
依

頼
と
口
座
振
替
率
の
引
上
げ
を
目
指

す
。

現
金
納
付
か
ら
給
与
の
特
別
徴
収
へ
の

移
行
や
口
座
振
替
率
の
向
上
に
よ
っ

て
、
滞
納
、
未
納
率
の
改
善
が
図
ら

れ
、
窓
口
事
務
効
率
が
良
く
な
る
と
と

も
に
ト
ラ
ブ
ル
抑
制
や
納
税
の
安
定
化

に
寄
与
す
る
。

平
成
21
年
度

特
別
徴
収
率

全
企
業
の
80
％

口
座
振
替
率
 4
0％

平
成
26
年
度

特
別
徴
収
率

全
企
業
の
90
％

口
座
振
替
率
 6
0％

10
7

効
果
的
・
効

率
的
な
行
財

政
運
営

滞
納
対

策
の
強

化

あ
ら
ゆ
る
使
用
料
等
に
つ
い
て
滞
納
を

減
少
さ
せ
る
た
め
滞
納
整
理
班
の
編
制

等
を
実
施
し
、
滞
納
徴
収
に
取
り
組

む
。

財
源
確
保
、
受
益
者
負
担
の
意
識
啓
発
平
成
21
年
4月

20
3,
00
0千
円

平
成
26
年
度

そ
れ
ぞ
れ
の
基
準
年
度

の
滞
納
額
の
50
%を
減

少
さ
せ
る
。

10
8

効
果
的
・
効

率
的
な
行
財

政
運
営

受
益
者

負
担
の

見
直
し

各
体
育
施
設
、
文
化
施
設
及
び
コ
ミ
ュ

ニ
テ
ィ
施
設
の
使
用
料
の
均
衡
・
見
直

し
を
図
る
。

利
用
者
負
担
の
適
正
化
が
図
ら
れ
る
。
平
成
21
年
度

各
施
設
は
旧
町
村
で
定

め
た
料
金
を
踏
襲

平
成
24
年
度

全
施
設
の
約
80
％

10
9

効
果
的
・
効

率
的
な
行
財

政
運
営

受
益
者

負
担
の

見
直
し

代
替
バ
ス
の
高
齢
者
（
70
才
以
上
）
の

フ
リ
ー
パ
ス
制
度
に
つ
い
て
は
、
そ
の

制
度
の
存
続
も
含
め
て
見
直
し
を
行

う
。

受
益
者
負
担
の
適
正
化

代
替
バ
ス
使

用
料
は
年
々

減
少
傾
向

代
替
バ
ス
の
運
賃
収
入

は
年
々
減
少
傾
向
で
あ

り
、
年
間
３
０
万
円
程

度
の
水
準
と
な
っ
て
い

る
。

平
成
26
年
度

検
討
、
見
直
し
。

11
0

効
果
的
・
効

率
的
な
行
財

政
運
営

受
益
者

負
担
の

見
直
し

８
０
歳
以
上
の
方
全
員
に
5,
00
0円
が
支

給
さ
れ
て
い
る
長
寿
祝
い
金
な
ど
に
つ

い
て
、
対
象
者
の
見
直
し
や
制
度
の
あ

り
方
な
ど
に
つ
い
て
検
討
す
る
。

平
成
21
年
度

予
算

平
成
20
年
度
決
算

1,
42
6人
7,
13
0,
00
0円

平
成
21
年
度
決
算
予
定

額
1,
53
1人
7,
65
5,
00
0

円

平
成
26
年
度

検
討
。

11
1

効
果
的
・
効

率
的
な
行
財

政
運
営

各
種
団

体
補
助

費
の
削

減

各
種
団
体
補
助
の
内
、
慣
例
的
な
も
の

で
効
果
の
低
い
も
の
に
つ
い
て
、
当
該

補
助
団
体
の
財
政
状
況
に
考
慮
し
つ

つ
、
随
時
、
削
減
を
図
る
。

平
成
20
年
度

決
算

70
5,
19
6千
円
（
内
経

常
分
56
2,
00
8千
円
）
24
年

補
助
費
の
う
ち
経
常
分

に
つ
い
て
は
53
4,
00
0

千
円
以
内
と
す
る
。

（
約
5%
減
)

11
2

効
果
的
・
効

率
的
な
行
財

政
運
営

指
定
管

理
者
制

度
の
活

用

美
那
川
キ
ャ
ン
プ
村
・
フ
ァ
ガ
ス
の
森

等
に
指
定
管
理
者
制
度
を
導
入
す
る
。

民
間
活
力
の
導
入

収
支
の
均
衡
を
図
る

平
成
21
年
度

６
施
設

平
成
24
年
度

８
施
設
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分
類
番
号

大
項
目

小
項
目

改
 革
 案

改
革
の
効
果

基
準
年
度
等

現
状

目
標
年
度
等

目
標
数
値
等

11
3

効
果
的
・
効

率
的
な
行
財

政
運
営

公
営
企

業
経
営

計
画
の

策
定
、

水
利
権

の
確
保

工
業
水
道
事
業
に
つ
い
て
、
施
設
の
老

朽
化
対
策
等
を
含
め
経
営
計
画
の
策
定

を
行
う
と
と
も
に
、
安
定
水
利
権
の
確

保
に
努
め
る
。

鷲
敷
工
業
団
地
等
へ
の
円
滑
な
企
業
誘

致
が
図
ら
れ
る
。

平
成
21
年
度

河
川
取
水
１

井
戸
３
、
暫
定
水
利
権

の
み
。

平
成
26
年
度

平
成
25
年
度
ま
で
に
２

施
設
の
ポ
ン
プ
等
の
更

新
を
行
う
と
と
も
に
、

安
定
水
利
権
確
保
に
つ

い
て
は
早
期
に
確
保
で

き
る
よ
う
に
努
め
る
。

11
4

効
果
的
・
効

率
的
な
行
財

政
運
営

第
三
セ

ク
タ
ー

の
経
営

健
全
化

第
三
セ
ク
タ
ー
の
経
営
に
つ
い
て
、
調

査
、
検
討
、
支
援
等
を
行
う
。

収
益
の
増
加
、
人
件
費
の
適
正
管
理

不
要
支
出
の
抑
制

平
成
21
年
度

６
社
の
う
ち
３
者
に
つ

い
て
経
営
分
析
、
検
討

を
行
っ
て
い
る
。

平
成
22
年
度
～

平
成
26
年
度

経
営
に
つ
い
て
の
検

討
。

11
5

効
果
的
・
効

率
的
な
行
財

政
運
営

公
有
財

産
の
有

効
活
用

阿
井
ビ
レ
ッ
ジ
・
日
浦
団
地
の
土
地
単

価
を
見
直
し
販
売
を
推
進
す
る
。

町
有
遊
休
地
の
利
用
、
定
住
の
促
進
、

人
口
流
失
の
抑
制

平
成
22
年
3月

阿
井
団
地
は
50
区
画
中

38
区
画
、
日
浦
団
地
は

7区
画
中
3区
画
が
販
売

済

平
成
26
年
度

全
区
画
の
完
売

20
1

組
織
・
機
構

の
整
備
と
新

た
な
人
事
管

理
制
度
の
構

築

支
所
・

分
庁
等

の
機
関

の
統
廃

合
の
推

進

合
併
時
か
ら
現
在
に
至
っ
て
い
る
。
庁

舎
の
配
置
に
つ
い
て
、
利
点
や
欠
点
を

精
査
し
、
住
民
サ
ー
ビ
ス
の
低
下
に
招

く
こ
と
な
く
、
よ
り
効
率
的
な
本
庁
、

分
庁
、
支
所
、
出
張
所
の
あ
り
方
を
検

討
す
る
。

各
課
（
室
）
間
の
連
絡
調
整
等
の
利
便

性
の
向
上
。
行
政
コ
ス
ト
の
縮
減
。
職

員
数
の
削
減
な
ど
に
効
果
が
見
込
ま
れ

る
。

平
成
21
年
度

本
庁
・
分
庁
間
の
課
間

の
連
絡
調
整
に
支
障
が

あ
る
。
職
員
削
減
が
困

難
。

平
成
26
年
度

方
向
性
の
決
定
。

20
2

組
織
・
機
構

の
整
備
と
新

た
な
人
事
管

理
制
度
の
構

築

人
事
評

価
制
度

の
導
入

人
事
評
価
制
度
を
導
入
す
る
。

適
正
な
評
価
を
給
与
等
に
反
映
さ
せ
る

し
く
み
づ
く
り
を
行
う
こ
と
に
よ
り
、

職
員
の
職
務
へ
の
意
欲
向
上
と
能
力
向

上
を
図
る
。

平
成
21
年
度

な
し

平
成
26
年
度

制
度
導
入

20
3

効
果
的
・
効

率
的
な
行
財

政
運
営

定
員
の

適
正
化

  
先
の
集
中
改
革
プ
ラ
ン
で
は
、
職
員

の
退
職
時
不
補
充
等
の
方
法
に
よ
り
、

目
標
値
以
上
の
効
果
を
上
げ
て
き
た
。

今
後
に
お
い
て
も
、
人
件
費
削
減
へ
の

取
組
を
推
進
す
る
必
要
が
あ
る
た
め
、

施
設
の
管
理
運
営
や
事
務
事
業
の
外
部

委
託
等
の
推
進
な
ど
、
あ
ら
ゆ
る
方
策

を
駆
使
し
て
人
件
費
の
削
減
に
努
め
る

も
の
と
す
る
。

施
設
の
管
理
運
営
、
事
務
事
業
の
外
部

委
託
等
に
よ
り
、
人
件
費
の
削
減
効

果
、
コ
ス
ト
ダ
ウ
ン
、
民
間
の
就
労
機

会
の
増
大
が
見
込
ま
れ
る
。

20
年
度

決
算

平
成
21
年
4月
1日
現
在

職
員
数
27
8人
。
平
成

20
年
度
普
通
会
計
決
算

額
1,
75
8,
68
5千
円

平
成
26
年
度

職
員
数
26
8人
。
人
件

費
額
1,
70
0,
00
0千
円

を
目
標
と
す
る
。
一
般

行
政
職
は
原
則
と
し
て

2人
退
職
で
1人
新
規
雇

用
を
原
則
と
す
る
。
専

門
職
（
看
護
師
、
保
育

士
等
）
に
つ
い
て
は
、

状
況
に
よ
り
適
宜
補
充

す
る
。
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革
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分
類
番
号

大
項
目

小
項
目

改
 革
 案

改
革
の
効
果

基
準
年
度
等

現
状

目
標
年
度
等

目
標
数
値
等

20
4

組
織
・
機
構

の
整
備
と
新

た
な
人
事
管

理
制
度
の
構

築

定
員
の

適
正
化

現
在
、
看
護
師
の
年
齢
層
が
高
く
な
っ

て
お
り
、
退
職
に
合
わ
せ
た
補
充
に
苦

慮
し
て
い
る
。
今
後
、
必
要
な
看
護
師

の
確
保
を
図
る
た
め
、
看
護
師
の
待
遇

改
善
等
を
図
り
、
必
要
な
看
護
師
の
確

保
を
図
る
。

医
療
職
で
あ
る
看
護
師
の
安
定
的
な
人

材
確
保
が
図
れ
る
。

平
成
21
年
度

平
成
21
年
度
末
の
看
護

師
数
は
正
規
26
人
,臨

時
14
人
計
40
人
で
あ

る
。

平
成
22
年
度
以

降
正
規
臨
時
併
せ
て
45
人

程
度
を
確
保
す
る
。

20
5

組
織
・
機
構

の
整
備
と
新

た
な
人
事
管

理
制
度
の
構

築

臨
時
職

員
の
採

用
と
配

置

平
成
２
１
年
度
か
ら
実
施
し
て
い
る
地

域
雇
用
創
出
特
別
交
付
金
事
業
で
行
っ

て
い
る
臨
時
職
員
雇
用
を
同
事
業
が
廃

止
さ
れ
た
後
に
お
い
て
も
継
続
し
、
全

町
的
な
公
共
施
設
の
草
刈
り
や
管
理
を

行
う
。

年
間
を
通
し
計
画
的
に
草
刈
り
や
管
理

が
で
き
、
雇
用
に
も
つ
な
が
る
。

平
成
21
年
度

緊
急
雇
用
対
策
事
業
で

4人
の
雇
用
が
半
年

間
。

平
成
22
年
度
～

平
成
26
年
度

雇
用
者
4人
で
１
年
間

20
6

組
織
・
機
構

の
整
備
と
新

た
な
人
事
管

理
制
度
の
構

築

専
門
・

技
術
職

員
の
適

正
な
配

置

幅
広
い
見
識
を
も
っ
た
職
員
を
養
成
す

る
観
点
か
ら
、
異
動
等
に
よ
り
一
般
事

務
職
員
に
つ
い
て
も
技
術
職
員
と
し
て

職
場
内
養
成
を
図
る
。

職
員
の
能
力
向
上
。

平
成
22
年
度
～

平
成
26
年
度

実
施
。

20
7

組
織
・
機
構

の
整
備
と
新

た
な
人
事
管

理
制
度
の
構

築

専
門
･技

術
職
員

の
適
正

な
配
置

建
設
事
業
の
円
滑
な
推
進
を
図
る
た

め
、
建
設
･農
林
の
技
師
職
の
集
約
化
を

図
り
、
合
理
的
な
事
務
体
系
を
確
立
す

る
。
災
害
時
等
緊
急
な
現
場
対
応
が
可

能
な
状
態
を
確
保
す
る
た
め
、
集
約
化

の
拠
点
に
つ
い
て
は
、
広
大
な
那
賀
町

の
地
域
事
情
に
配
慮
し
た
仕
組
み
を
検

討
す
る
。

①
技
師
職
の
意
識
統
一
と
事
務
レ
ベ
ル

の
向
上
が
望
め
る
。
②
若
手
技
師
職
の

養
成
が
図
ら
れ
る
。

③
支
所
職
員
の
減
員
が
可
能
と
な
る
。

平
成
21
年
度

支
所
の
多
く
の
技
術
吏

員
を
配
置
す
る
こ
と
が

は
困
難
な
状
況
で
あ

る
。
各
支
所
に
技
術
吏

員
が
分
散
す
る
現
状
で

は
、
町
全
体
で
の
技
師

職
事
務
レ
ベ
ル
の
向
上

に
も
影
響
が
あ
る
。

平
成
23
年
度
～

平
成
26
年
度

検
討
。

20
8

組
織
・
機
構

の
整
備
と
新

た
な
人
事
管

理
制
度
の
構

築

医
療
体

制
の
整

備

人
口
が
減
少
し
て
い
く
中
、
将
来
的
に

は
、
上
那
賀
病
院
を
核
と
し
た
、
医
療

体
制
の
整
備
を
図
る
。
　
(上
那
賀
病
院

よ
り
各
診
療
所
へ
医
師
･看
護
師
等
の
支

援
を
推
進
す
る
。
)

へ
き
地
医
療
拠
点
病
院
運
営
事
業
と
し

て
、
へ
き
地
診
療
所
へ
の
医
師
、
看
護

師
等
の
派
遣
に
よ
り
収
入
が
見
込
め

る
。

平
成
21
年
度

全
国
的
な
医
師
不
足
に

よ
り
、
医
師
の
負
担
が

大
き
く
な
っ
て
い
る
。

平
成
23
年
度
～

平
成
26
年
度

当
該
目
標
の
達
成
。
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分
類
番
号

大
項
目

小
項
目

改
 革
 案

改
革
の
効
果

基
準
年
度
等

現
状

目
標
年
度
等

目
標
数
値
等

20
9

組
織
・
機
構

の
整
備
と
新

た
な
人
事
管

理
制
度
の
構

築

給
食
業

務
の
見

直
し
と

施
設
の

再
編

調
理
場
施
設
の
再
編
を
行
う
。

調
理
場
施
設
を
再
編
す
る
こ
と
に
よ

り
、
子
ど
も
の
減
少
に
対
応
し
た
運
営

の
効
率
化
を
図
る
。

平
成
21
年
度

平
成
21
年
度
現
在
、
学

校
調
理
場
４
施
設
(9
15

食
/日
)調
理
員
１
６
人

栄
養
士
４
人

平
成
26
年
度

学
校
調
理
場
施
設
３
施

設

21
0

組
織
・
機
構

の
整
備
と
新

た
な
人
事
管

理
制
度
の
構

築

保
育
園

の
あ
り

方
の
検

討

地
域
の
少
子
化
の
実
態
に
鑑
み
、
現
在

の
保
育
園
の
あ
り
方
を
検
討
す
る
。

職
員
数
の
削
減
。
保
育
園
運
営
経
費
の

削
減
。
在
園
児
の
多
人
数
化
に
よ
る
、

集
団
生
活
へ
の
順
応
性
向
上
。

平
成
21
年
度

わ
じ
き
こ
ど
も
園
、
相

生
保
育
園
、
桜
谷
保
育

園
、
平
谷
保
育
園
、
木

沢
保
育
園
、
木
頭
保
育

園
の
６
園
が
あ
る
。

平
成
26
年
度

一
部
の
統
合
化
に
つ
い

検
討
又
は
実
施
す
る
。

21
1

効
果
的
・
効

率
的
な
行
財

政
運
営
の
推

進

危
機
管

理
体
制

の
強
化

組
織
の
業
務
の
適
正
を
確
保
す
る
た
め

の
体
制
を
構
築
し
て
い
く
シ
ス
テ
ム
づ

く
り
を
指
す
。
内
部
統
制
（
in
te
rn
al

co
nt
ro
l）
の
確
立
。

コ
ン
プ
ラ
イ
ア
ン
ス
（
法
令
遵
守
）
の

確
立
、
情
報
漏
洩
の
防
止
、
危
機
管
理

能
力
の
向
上
を
図
る
。

平
成
21
年
度

監
査
体
制
の
強
化
は
行

わ
れ
て
い
る
。

平
成
26
年
度

監
査
委
員
の
指
摘
に

よ
っ
て
業
務
改
善
を
行

う
前
に
自
立
し
た
内
部

統
制
シ
ス
テ
ム
を
構
築

す
る
。

30
1

町
民
の
視
点

に
立
っ
た
行

政
サ
ー
ビ
ス

の
提
供

地
域
情

報
化
の

推
進

ケ
ー
ブ
ル
テ
レ
ビ
事
業
に
つ
い
て
は
、

次
の
よ
う
な
取
組
を
図
る
も
の
と
し
、

①
短
期
的
な
取
り
組
み
と
し
て
は
担
当

職
員
の
技
能
の
向
上
を
図
る
。
②
中
期

的
に
は
ケ
ー
ブ
ル
局
２
局
の
統
合
に
よ

る
合
理
化
を
め
ざ
し
、
③
長
期
的
な
目

標
と
し
て
現
在
の
町
直
営
か
ら
民
間
委

託
へ
の
移
行
を
図
る
も
の
と
す
る
。

①
に
よ
り
、
平
常
時
に
は
サ
ー
ビ
ス
の

向
上
が
図
ら
れ
、
障
害
発
生
時
に
は
、

復
旧
作
業
等
、
迅
速
な
対
応
を
実
施
で

き
る
。
　
②
に
よ
っ
て
は
人
材
の
集
約

化
や
ケ
ー
ブ
ル
局
の
運
営
管
理
の
効
率

が
図
ら
れ
る
。
③
に
よ
っ
て
は
、
住
民

へ
の
柔
軟
な
対
応
が
可
能
と
な
る
。
ま

た
企
業
に
よ
る
最
先
端
の
技
術
の
導
入

で
各
種
サ
ー
ビ
ス
や
利
便
性
が
向
上
す

る
。
専
門
職
員
が
移
動
し
て
も
サ
ー
ビ

ス
の
低
下
に
つ
な
が
ら
な
い
こ
と
か

ら
、
専
門
知
識
を
有
す
る
職
員
を
長
期

に
配
属
し
て
い
る
人
事
異
動
の
硬
直
化

が
避
け
ら
れ
る
。

平
成
21
年
度

局
に
よ
る
使
用
料
の
違

い
な
ど
受
益
者
負
担
の

不
均
衡
が
あ
る
。
プ
ロ

バ
イ
ダ
ー
と
し
て
の
業

務
を
兼
務
す
る
な
ど
、

直
営
で
行
っ
て
い
る
業

務
が
多
い
。
職
員
異
動

の
硬
直
化
。

平
成
26
年
度

目
標
年
度
ま
で
に
、
プ

ロ
バ
イ
ダ
ー
業
の
民
間

委
託
を
実
施
す
る
と
と

も
に
民
間
委
託
に
つ
い

て
検
討
す
る
。
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分
類
番
号

大
項
目

小
項
目

改
 革
 案

改
革
の
効
果

基
準
年
度
等

現
状

目
標
年
度
等

目
標
数
値
等

30
2

町
民
の
視
点

に
立
っ
た
行

政
サ
ー
ビ
ス

の
提
供

地
域
情

報
化
の

推
進

現
状
の
那
賀
町
公
式
Ｈ
Ｐ
を
見
直
し
、

Ｃ
Ｍ
Ｓ
化
や
パ
ブ
リ
ッ
ク
コ
メ
ン
ト
機

能
の
追
加
、
防
災
用
ペ
ー
ジ
機
能
な
ど

を
備
え
た
新
た
な
Ｈ
Ｐ
に
改
修
す
る
。

Ｃ
Ｍ
Ｓ
化
に
よ
り
各
職
員
が
Ｈ
Ｐ
上
へ

情
報
提
供
す
る
際
の
作
業
効
率
が
向
上

す
る
。
パ
ブ
リ
ッ
ク
コ
メ
ン
ト
機
能
の

付
加
に
よ
る
住
民
意
見
の
集
約
を
行

う
。
防
災
用
ペ
ー
ジ
作
成
に
よ
る
災
害

発
生
時
の
ス
ム
ー
ズ
な
情
報
発
信
が
可

能
と
な
る
。

平
成
21
年
度

Ｃ
Ｍ
Ｓ
・
パ
ブ
リ
ッ
ク

コ
メ
ン
ト
機
能
・
防
災

用
Ｈ
Ｐ
機
能
等
な
し
。

更
新
等
に
つ
い
て
は
担

当
職
員
に
よ
る
一
括
管

理
に
よ
る
負
担
が
大
。

長
期
に
わ
た
る
使
用
に

よ
る
デ
ザ
イ
ン
及
び
機

能
の
陳
腐
化
。

平
成
26
年

那
賀
町
公
式
Ｈ
Ｐ
の
改

修

30
3

町
民
の
視
点

に
立
っ
た
行

政
サ
ー
ビ
ス

の
提
供

地
域
情

報
化
の

推
進

地
上
デ
ジ
タ
ル
放
送
の
本
格
化
に
合
わ

せ
、
自
主
放
送
チ
ャ
ン
ネ
ル
に
お
け
る

DA
TA
放
送
の
提
供
を
行
う
。

視
聴
者
サ
ー
ビ
ス
の
向
上

平
成
21
年
度

無
し

平
成
23
年
度

実
施
。

30
4

町
民
の
視
点

に
立
っ
た
行

政
サ
ー
ビ
ス

の
提
供

地
域
情

報
化
の

推
進

暫
定
的
に
デ
ジ
ア
ナ
変
換
及
び
同
一
周

波
数
で
の
再
送
信
を
実
施
す
る
。

ア
ナ
ロ
グ
テ
レ
ビ
の
一
括
救
済
。

不
要
ア
ナ
ロ
グ
テ
レ
ビ
の
不
法
投
棄
の

防
止
効
果
が
予
想
さ
れ
る
。

平
成
21
年
度

平
成
23
年
7月
24
日
ア

ナ
ロ
グ
放
送
の
停
止
後

ア
ナ
ロ
グ
テ
レ
ビ
の
み

で
は
受
信
困
難

平
成
23
年
度

実
施
。

30
5

町
民
の
視
点

に
立
っ
た
行

政
サ
ー
ビ
ス

の
提
供

行
政
手

続
き
の

簡
素
化

住
民
票
、
印
鑑
証
明
書
、
各
種
証
明
書

の
発
行
の
た
め
電
子
公
印
を
導
入
す

る
。

窓
口
で
の
印
鑑
証
明
や
各
種
証
明
書
の

交
付
時
間
に
要
す
る
時
間
が
短
縮
で

き
、
住
民
サ
ー
ビ
ス
の
向
上
に
つ
な
が

る
。

平
成
21
年
度

公
印
の
押
印
作
業
が
必

要
で
あ
り
、
迅
速
な
窓

口
対
応
が
困
難
で
あ

る
。

平
成
22
年
度

実
施
。

40
1

町
民
協
働
に

よ
る
ま
ち
づ

く
り
の
推
進

在
宅
福

祉
サ
ー

ビ
ス
の

見
直
し

直
営
の
デ
イ
サ
ー
ビ
ス
事
業
を
含
め
、

在
宅
福
祉
サ
ー
ビ
ス
の
シ
ス
テ
ム
を
見

直
す
と
と
も
に
、
在
宅
介
護
へ
の
支
援

等
を
検
討
す
る
。

在
宅
介
護
の
質
的
向
上
や
、
介
護
者
の

負
担
軽
減
が
図
ら
れ
る
。
ま
た
施
設
介

護
か
ら
在
宅
介
護
へ
の
移
行
に
よ
り
介

護
保
険
料
の
抑
制
に
も
つ
な
が
り
、

ホ
ー
ム
ヘ
ル
パ
ー
等
雇
用
の
場
の
確
保

が
図
ら
れ
る
。

平
成
21
年
度

在
宅
介
護
者
の
負
担
が

大
き
い
。
施
設
介
護
へ

の
志
向
が
強
い
。

平
成
24
年
度

介
護
の
あ
り
方
に
つ
い

て
研
究
、
検
討
を
行

い
、
実
施
可
能
な
施
策

か
ら
実
施
す
る
。

40
2

町
民
協
働
に

よ
る
ま
ち
づ

く
り
の
推
進

NP
O・
ボ

ラ
ン

テ
ィ
ア

グ
ル
ー

プ
へ
の

支
援

NP
O・
ボ
ラ
ン
テ
ィ
ア
グ
ル
ー
プ
等
の
活

動
を
促
進
す
る
た
め
、
庁
舎
や
公
民
館

等
の
１
室
に
専
用
電
話
等
の
事
務
機
器

を
配
備
し
、
無
償
又
は
低
廉
な
経
費
負

担
で
当
該
団
体
へ
提
供
す
る
な
ど
支
援

策
を
検
討
す
る
。

各
種
団
体
の
事
務
を
職
員
が
受
け
持
っ

て
い
る
ケ
ー
ス
が
あ
る
が
、
こ
う
し
た

支
援
に
よ
り
各
団
体
の
活
動
の
自
立
化

を
促
す
。
ま
た
NP
O・
ボ
ラ
ン
テ
ィ
ア

活
動
の
促
進
が
図
ら
れ
る
。

平
成
21
年
度

職
員
が
、
団
体
事
務
を

受
け
持
っ
て
い
る
場
合

が
多
く
、
資
料
作
成

等
、
庁
舎
の
資
機
材
を

利
用
し
て
い
る
ケ
ー
ス

も
多
い
。

平
成
26
年

実
施
。
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分
類
番
号

大
項
目

小
項
目

改
 革
 案

改
革
の
効
果

基
準
年
度
等

現
状

目
標
年
度
等

目
標
数
値
等

50
1

地
域
活
性
化

へ
と
り
く
み
普
通
建

設
事
業

費
の
確

保

普
通
建
設
事
業
費
は
平
成
17
年
度
決
算

で
は
36
億
円
以
上
あ
っ
た
が
、
平
成
20

年
に
は
13
億
円
の
減
少
と
な
っ
た
。
今

後
に
お
い
て
は
、
町
と
し
て
必
要
な
公

共
事
業
を
厳
選
し
な
が
ら
、
災
害
復
旧

事
業
費
を
含
む
投
資
的
経
費
割
合
２

０
％
程
度
の
町
事
業
の
発
注
は
維
持
し

た
い
。

社
会
資
本
の
整
備
を
図
る
と
と
も
に
雇

用
の
場
の
確
保
が
図
ら
れ
る
。

平
成
20
年
度

決
算

平
成
20
年
度
決
算
額
は

2,
52
2,
02
4千
円
で
、

投
資
的
経
費
割
合
は

24
.1
%で
あ
る
。

平
成
22
年
度
～

平
成
26
年
度

普
通
建
設
事
業
と
災
害

復
旧
事
業
を
合
わ
せ
た

投
資
的
経
費
割
合
を

20
%以
上
を
確
保

50
2

地
域
活
性
化

へ
と
り
く
み
有
害
鳥

獣
対
策

の
推
進

鳥
獣
被
害
に
よ
る
耕
作
放
棄
、
耕
作
放

棄
に
よ
る
鳥
獣
の
出
没
と
い
う
悪
循
環

と
今
後
の
人
的
被
害
防
止
に
向
け
た
取

り
組
み
と
し
て
、
有
害
鳥
獣
の
駆
除
を

目
的
と
し
た
猟
銃
の
所
持
推
進
と
狩
猟

免
許
の
取
得
等
に
つ
い
て
支
援
を
行
う

と
共
に
人
材
育
成
を
検
討
す
る
。

農
家
等
か
ら
の
要
請
に
対
す
る
機
動
性

の
向
上
に
よ
る
捕
獲
率
の
向
上
と
そ
れ

に
伴
う
農
家
の
耕
作
意
欲
の
向
上
。
特

に
高
齢
者
農
家
の
耕
作
意
欲
向
上
が
図

ら
れ
る
。

平
成
21
年
度

檻
の
設
置
や
猟
友
会
に

よ
る
有
害
鳥
獣
駆
除
班

に
よ
る
駆
除

平
成
22
年
度
～

平
成
26
年
度

実
施
。

50
3

地
域
活
性
化

へ
と
り
く
み
企
業
誘

致
の
推

進

鷲
敷
工
業
団
地
へ
の
企
業
誘
致
及
び
既

存
企
業
の
事
業
拡
大
を
推
進
す
る
。

雇
用
の
場
の
確
保
、
法
人
税
の
増
収
、

地
域
の
活
性
化
が
図
ら
れ
る
。

平
成
21
年
度

昭
和
６
０
年
　
大
塚
テ

ク
ノ

昭
和
６
２
年
　
大
塚
製

薬
徳
島
わ
じ
き
工
場

平
成
２
１
年
　
バ
イ
オ

マ
ス
実
証
プ
ラ
ン
ト

平
成
25
年
度

４
社
を
目
標
と
す
る
。

50
3
地
域
活
性
化

へ
と
り
く
み
企
業
誘

致
の
推

進

剣
山
へ
の
観
光
関
連
企
業
の
誘
致
を
検

討
す
る
。

雇
用
の
場
の
確
保
、
法
人
税
の
増
収
、

地
域
の
活
性
化
が
図
ら
れ
る
。

平
成
21
年
度

拠
点
と
な
る
企
業
は
四

季
美
谷
温
泉
１
社
の
み
平
成
26
年
度

２
社
を
目
標
と
す
る
。

-13-



財
政
計
画
（
普
通
会
計
）

（
単
位
：
千
円
）

歳
入

予
算
額

割
合

予
算
額

割
合

予
算
額

割
合

予
算
額

割
合

予
算
額

割
合

予
算
額

割
合

地
方
税

93
6,
18
9

90
2,
68
4

1,
03
7,
31
8

1,
06
4,
94
4

92
1,
35
9

6.
9%

80
6,
00
0

7.
5%

79
0,
00
0

7.
6%

77
4,
00
0

7.
7%

75
8,
00
0

7.
7%

74
3,
00
0

7.
9%

地
方
譲
与
税

15
8,
03
4

19
6,
27
2

11
5,
07
0

11
2,
53
3

10
6,
70
0

0.
8%

12
0,
00
0

1.
1%

12
0,
00
0

1.
2%

12
0,
00
0

1.
2%

12
0,
00
0

1.
2%

12
0,
00
0

1.
3%

利
子
割
交
付
金

7,
52
9

4,
83
6

6,
35
0

6,
13
6

5,
10
0

0.
0%

10
,0
00

0.
1%

10
,0
00

0.
1%

10
,0
00

0.
1%

10
,0
00

0.
1%

10
,0
00

0.
1%

配
当
割
交
付
金
・
株
式
譲
渡
益
割
交
付
金

6,
89
2

7,
90
4

8,
19
3

2,
54
2

1,
80
0

0.
0%

10
0

0.
0%

10
0

0.
0%

10
0

0.
0%

10
0

0.
0%

10
0

0.
0%

地
方
消
費
税
交
付
金

10
4,
43
3

10
2,
95
1

97
,4
25

88
,0
73

89
,8
00

0.
7%

99
,0
00

0.
9%

99
,0
00

1.
0%

99
,0
00

1.
0%

99
,0
00

1.
0%

99
,0
00

1.
0%

自
動
車
取
得
税
交
付
金

42
,9
04

45
,5
07

39
,5
38

37
,3
43

25
,0
00

0.
2%

44
,0
00

0.
4%

44
,0
00

0.
4%

44
,0
00

0.
4%

44
,0
00

0.
4%

44
,0
00

0.
5%

地
方
特
例
交
付
金

25
,7
80

23
,3
51

6,
63
9

10
,4
21

2,
50
2

0.
0%

33
,0
00

0.
3%

33
,0
00

0.
3%

33
,0
00

0.
3%

33
,0
00

0.
3%

33
,0
00

0.
3%

地
方
交
付
税

5,
79
7,
86
4

5,
63
1,
77
6

5,
62
5,
05
7

5,
76
9,
03
3
5,
35
9,
75
9

40
.0
%
4,
72
1,
00
0

43
.8
%
4,
57
0,
00
0

44
.2
%
4,
42
5,
00
0

44
.3
%
4,
28
7,
00
0

43
.8
%
4,
15
5,
00
0

44
.0
%

　
　
う
ち
普
通
交
付
税

4,
94
1,
44
8

4,
88
1,
54
0

4,
90
5,
39
2

5,
11
0,
31
4
5,
25
9,
75
9

39
.3
%

0.
0%

0.
0%

0.
0%

0.
0%

0.
0%

交
通
安
全
対
策
特
別
交
付
金

1,
90
1

2,
06
2

2,
31
0

2,
03
2

1,
00
0

0.
0%

1,
00
0

0.
0%

1,
00
0

0.
0%

1,
00
0

0.
0%

1,
00
0

0.
0%

1,
00
0

0.
0%

分
担
金
及
び
負
担
金

22
4,
79
2

21
6,
13
0

17
1,
67
0

15
3,
42
5

13
8,
17
6

1.
0%

21
0,
00
0

2.
0%

21
0,
00
0

2.
0%

21
0,
00
0

2.
1%

21
0,
00
0

2.
1%

21
0,
00
0

2.
2%

使
用
料

38
2,
21
9

39
0,
08
4

22
8,
60
0

25
3,
79
0

30
1,
27
0

2.
3%

15
8,
00
0

1.
5%

15
8,
00
0

1.
5%

15
8,
00
0

1.
6%

15
8,
00
0

1.
6%

15
8,
00
0

1.
7%

手
数
料

24
,5
20

22
,6
36

22
,1
22

21
,6
12

75
,9
50

0.
6%

11
,0
00

0.
1%

11
,0
00

0.
1%

11
,0
00

0.
1%

11
,0
00

0.
1%

11
,0
00

0.
1%

国
庫
支
出
金

2,
14
8,
53
0

1,
23
3,
52
5

76
7,
96
0

59
0,
64
4
2,
82
0,
81
9

21
.1
%

46
8,
00
0

4.
3%

46
3,
00
0

4.
5%

45
8,
00
0

4.
6%

45
4,
00
0

4.
6%

44
9,
00
0

4.
8%

県
支
出
金

2,
28
4,
48
7

1,
92
0,
58
5

1,
41
0,
74
0

1,
25
0,
63
3
1,
47
4,
54
9

11
.0
%
1,
46
0,
00
0

13
.6
%
1,
38
7,
00
0

13
.4
%
1,
31
8,
00
0

13
.2
%
1,
25
2,
00
0

12
.8
%
1,
18
9,
00
0

12
.6
%

財
産
収
入

41
,0
72

41
,5
88

52
,0
57

37
,0
58

43
,3
30

0.
3%

50
,0
00

0.
5%

50
,0
00

0.
5%

50
,0
00

0.
5%

50
,0
00

0.
5%

50
,0
00

0.
5%

寄
附
金

43
3

54
6

72
12
2

14
6

0.
0%

0
0.
0%

0
0.
0%

0
0.
0%

0
0.
0%

0
0.
0%

繰
入
金

40
5,
19
9

70
8,
40
4

68
7,
34
3

13
3,
76
0

72
,9
48

0.
5%

12
0,
00
0

1.
1%

24
9,
00
0

2.
4%

22
0,
00
0

2.
2%

29
6,
00
0

3.
0%

23
8,
00
0

2.
5%

諸
収
入

16
8,
20
3

14
8,
89
0

15
5,
92
5

15
4,
84
2

23
9,
90
1

1.
8%

14
2,
00
0

1.
3%

14
2,
00
0

1.
4%

14
2,
00
0

1.
4%

14
2,
00
0

1.
5%

14
2,
00
0

1.
5%

地
方
債

1,
79
5,
10
0

1,
38
3,
80
0

98
6,
10
0

95
6,
20
0
1,
25
8,
20
0

9.
4%

2,
06
8,
00
0

19
.2
%
1,
99
6,
00
0

19
.3
%
1,
92
6,
00
0

19
.3
%
1,
86
1,
00
0

19
.0
%
1,
79
8,
00
0

19
.0
%

繰
越
金

89
5,
49
1

98
1,
94
8

81
3,
38
7

70
1,
66
1

45
1,
08
7

3.
4%

24
5,
90
0

2.
3%

0
0.
0%

0
0.
0%

0
0.
0%

0
0.
0%

歳
入
合
計

15
,4
51
,5
72

13
,9
65
,4
79

12
,2
33
,8
76

11
,3
46
,8
04
13
,3
89
,3
96

10
0.
0%
10
,7
67
,0
00

10
0.
0%
10
,3
33
,1
00

99
.9
%
9,
99
9,
10
0
10
0.
0%

9,
78
6,
10
0

99
.7
%
9,
45
0,
10
0
10
0.
0%

（
単
位
：
千
円
）

歳
出

予
算
額

割
合

予
算
額

割
合

予
算
額

割
合

予
算
額

割
合

予
算
額

割
合

予
算
額

割
合

人
件
費

1,
97
3,
16
2

1,
90
2,
08
7

1,
87
0,
47
9

1,
75
8,
68
5
1,
86
3,
45
8

13
.9
%
1,
98
7,
00
0

18
.5
%
1,
98
4,
00
0

19
.2
%
1,
86
0,
00
0

18
.6
%
1,
81
8,
00
0

18
.6
%
1,
63
3,
00
0

17
.3
%

物
件
費

1,
29
4,
32
6

1,
17
8,
97
7

1,
11
6,
22
7

1,
04
1,
72
3
1,
46
8,
69
4

11
.0
%
1,
24
8,
00
0

11
.6
%
1,
24
0,
00
0

12
.0
%
1,
23
0,
00
0

12
.3
%
1,
22
3,
00
0

12
.5
%
1,
22
0,
00
0

12
.9
%

維
持
補
修
費

27
,7
70

23
,1
23

41
,2
24

50
,4
24

39
,6
70

0.
3%

39
,0
00

0.
4%

39
,0
00

0.
4%

39
,0
00

0.
4%

39
,0
00

0.
4%

39
,0
00

0.
4%

扶
助
費

27
4,
61
4

26
6,
91
3

27
7,
81
7

27
0,
94
8

30
9,
34
6

2.
3%

24
7,
00
0

2.
3%

24
9,
00
0

2.
4%

25
2,
00
0

2.
5%

25
4,
00
0

2.
6%

25
7,
00
0

2.
7%

補
助
費
等

1,
11
8,
45
2

85
2,
48
2

71
1,
85
6

70
5,
19
6

95
6,
35
8

7.
1%

1,
14
5,
00
0

10
.6
%
1,
11
1,
00
0

10
.8
%
1,
07
8,
00
0

10
.8
%
1,
04
5,
00
0

10
.7
%
1,
01
4,
00
0

10
.7
%

普
通
建
設
事
業
費

3,
62
8,
75
9

3,
99
1,
38
5

2,
66
2,
33
8

2,
29
0,
88
2
5,
10
9,
43
4

38
.2
%
2,
33
2,
00
0

21
.7
%
2,
16
9,
00
0

21
.0
%
2,
01
7,
00
0

20
.2
%
1,
87
6,
00
0

19
.2
%
1,
74
4,
00
0

18
.5
%

災
害
復
旧
費

2,
32
9,
23
0

1,
11
2,
15
2

46
6,
37
1

23
1,
14
2

15
6,
55
0

1.
2%

38
8,
00
0

3.
6%

38
8,
00
0

3.
8%

38
8,
00
0

3.
9%

38
8,
00
0

4.
0%

38
8,
00
0

4.
1%

公
債
費

2,
53
3,
04
7

2,
57
9,
62
9

2,
54
9,
56
9

2,
47
2,
54
4
2,
40
0,
00
0

17
.9
%
2,
37
1,
00
0

22
.0
%
2,
38
1,
00
0

23
.0
%
2,
35
6,
00
0

23
.6
%
2,
35
6,
00
0

24
.1
%
2,
36
0,
00
0

25
.0
%

積
立
金

60
9,
01
9

11
2,
00
9

78
1,
85
6

63
0,
62
0

23
4,
17
5

1.
7%

0
0.
0%

0
0.
0%

0
0.
0%

0
0.
0%

0
0.
0%

投
資
及
び
出
資
金
・
貸
付
金

39
60
,7
48

22
2,
12
5

23
8,
06
1

25
8,
84
4

1.
9%

22
2,
00
0

2.
1%

5,
00
0

0.
0%

5,
00
0

0.
1%

5,
00
0

0.
1%

5,
00
0

0.
1%

繰
出
金

68
1,
20
6

69
0,
93
0

83
2,
35
3

78
6,
34
7

56
2,
86
7

4.
2%

75
8,
00
0

7.
0%

76
6,
00
0

7.
4%

77
3,
00
0

7.
7%

78
1,
00
0

8.
0%

78
9,
00
0

8.
4%

予
備
費

30
,0
00

0.
2%

30
,0
00

0.
3%

1,
10
0

0.
0%

1,
10
0

0.
0%

1,
10
0

0.
0%

1,
10
0

0.
0%

歳
出
合
計

14
,4
69
,6
24

12
,7
70
,4
35

11
,5
32
,2
15

10
,4
76
,5
72
13
,3
89
,3
96

99
.9
%
10
,7
67
,0
00

10
0.
1%
10
,3
33
,1
00

10
0.
0%

9,
99
9,
10
0
10
0.
1%

9,
78
6,
10
0
10
0.
2%

9,
45
0,
10
0
10
0.
1%

注
：
H1
7年
度
～
H2
0年
度
は
決
算
の
数
値
、
平
成
21
年
度
～
平
成
22
年
度
は
予
算
ベ
ー
ス
の
数
値
で
あ
る
。
ま
た
平
成
23
年
度
～
平
成
26
年
度
の
数
値
は
那
賀
町
ま
ち
づ
く
り
計
画
の
財
政
計
画
の
数
値
を
基
本
と
し
た
も
の
で
あ
る
。

H2
1年
度

H2
2年
度

H2
3年
度

区
分

H1
7年
度

H1
8年
度

H1
9年
度

H2
0年
度

H2
4年
度

H2
5年
度

H2
6年
度

区
分

H2
1年
度

H2
2年
度

H1
7年
度

H1
8年
度

H1
9年
度

H2
0年
度

H2
3年
度

H2
4年
度

H2
5年
度

H2
6年
度
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